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明治期都市人口の自然変動＊

伊　藤 繁

1　はじめに

　江戸時代の都市では，死亡率が出生率を上回り，自然

増加率はマイナスであった。そのため都市人口を維持す

るには1周辺農村からの人口流入が必要であった。これ

が周辺農村の人口停滞を引き起こし，都市化地域では，

都市化と人口増大に関する「負のフィードバック作用」

が働いていた1）。明治以降こうした事態はどうなったの

であろうか。本稿では，特に都市人口の自然変動を検討

することによって，この課題に接近してみたい。

　　　　　　　　　2統計的検討

　明治期の都市人口の自然変動については，戦前すでに

高岡氏が検討している2）。しかしそれでは，明治10年代

を検討していないこと，出生，死亡統計の誤差について

何の考慮も払っていないという難点がある。明治期の人

口動態統計には，出生届，死亡届のもれからくる誤差が

あって，実勢を反映したものではないという強い批判が

ある。したがって，人口の自然変動を取り上げる場合，

この問題を避けて通るわけにはいかないのである。

　’まず資料について説明する。明治期について都市の人

口動態を知り得る資料は，1880～83年のr都市生死婚姻

統計表』，1886－97年のr日本帝国軍籍戸口表』，1906

年以降のr日本帝国人ロ動態統計』である3》。『都市生死

　＊　本研究を進めるにあたり，梅村又次，速水融，

西川俊作の各氏より貴重な助言を得た。また高橋益代

氏には資料収集にあたって協力を得た。感謝の意を表

する次第である。

　1）　速水融「近世後期地域別人口変動と都市入口比

率の関連」『徳川林政史研究所研究紀要』1974年。同

「出生と死亡」新保博・速水融・西川俊作r数量経済

史入門』日本評論社，1975年，PP，75－77。佐々木陽

一郎「江戸時代都市人口維持能力について」社会経済
史学会（編）『新しい江戸時代史像を求めて』東洋経済

新報社，1977年。

　2）　高岡熊雄「都市と田舎とに於ける人口の自然的

増減」『日本統計学会年報』第2年，1933年。

　3）　1898～1905年については，まとまった形で公表

されているものはない。都市統計書等で断片的に知り

婚姻統計表』は，1880年内務省より各府県への通報「都

市の生産婚姻死亡月報を定む」によるもので，衛生局に

よって集計された。1884年以降は，’今のところ，刊行さ

れたかどうか不明である4）。『日本帝国民籍戸口表』は，

1886年の内務省令第17号「内務報告例」によっている。

『人口動態統計』は1899年から開始されるが，都市の部

が別掲されるのは1906年以降である。これらの統計は，

いずれも現住地ベースでの出生数死亡数を記録してい

る。都市の範囲は，r都市生死婚姻統計表』では人口1

万未満の市街地から記載しているが，これには地域的に

偏りがあること，市制町村制以前であることを考慮して

人口1万以上の都市を採用した。r日本帝国民籍戸口表』

では，1886，87年が人口1万以上の都市を記載している

が，1888年以降は人口2・5万以上の都市である。そこで

1886酎97年については，2．5万以上の都市に統一した。

『日本帝国人口動態統計』では，1906年が人口5万以上

の都市だけで，それ以降はほかに人口5万未満の市区も

含んでいる。これらの都市については，本稿ではそのま

ま計上している。

　以上の統計から，生の自然動態系列をまとめたのが表

ユである。そこでは1881，82，86，91，92年が自然減少

を示し，1887ゴ90，93，95，96年が低率の自然増加となっ

ている。このうち，1881，82，86，90，91，95年はコレラ

流行の年である。これに対し明治後期では，明確な自然

増加傾向である。この傾向は大正以降も続き，インフル

エンザの流行した1918年の自然減少を除けば，明治初

期の水準を大幅に上回る自然増加率になる。

　しかしこの系列には，出生届，死亡届のもれがあっ

て，実際出生率，死亡率もかなり低い。そこで全国レベ

ルでの修正係数を用いて，生の系列を修正してみよう。

明治期の全国人口を推計した統計局推計5）と岡崎推

得るのみである。

　4）　この資料の詳細は，細谷新治『明治前期日本経

済統計解題書誌一富国強兵篇（上の2）　　』一橋大

学経済研究所日本経済統計文献センター，1978年，
pp．339－341を参照。

　5）　内閣統計局r明治5年以降我国の人口』1930年。
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表1都市人口の自然変動
（単位　1，000人，％）
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（注）1），出生率，死亡率，自然増加率は現住人口で割ったもの。

　　2）　1906年以降の現住人口は，内閣統計局推計の乙種現住人口である。

（資料）　本文参照。

表2　自然変動の修正
（単位　1，000人）
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（注）1）統計局推計の各修正係数は，5カ年平均。
　　2）岡崎推計の各修正係数は，出生については当年届の出生数の5力年移動平均に対する推計出生数の比率，死亡について

　　　は，当年届の死亡数の7力年移動平均に対する推計死亡数の比率。

（資料）本文参照。
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計6）による出生数，死亡数と，当年届（その年のうちに届

出のあったもの）の出生凱死亡数の比率を，それぞれ

出生修正係凱死亡修正係数とする。これらの係数を乗

じて都市の出生数，死亡数を修正し，その差として自然

増加数を求めたのが表2である。統計局推計に墓ついた

揚合，出生修正係数が死亡修正係数よりも大きくなり，

岡崎推計に基づくと逆になる7）。この結果を反映して，

明治前期の都市の自然増加は，統計局推計ではプラス，

岡崎推計ではマイナスが基調ということになる。明治後

期では，いずれの係数を用いても傾向は変わらないか

ら8），焦点を明治前期に置いて以下では検討しよう。

　ここで問題となるのは，統計局推計と岡崎推計の修正

係数のギャップである。統計局推計では出生，死亡修正

係数ともに小さいのに対して，岡崎推計はともにかなり

大きい。統計局推計の出生，死亡系列は，既に届出が行

なわれた届遅れの部分を加算し，将来行なわれ’る届遅れ

の部分は推計して加算したものである。したがってこの

方法では，特に乳児死亡のうち出生届も死亡届も提出し

ない部分（無届乳児死亡）9）については，全くカウントさ

れ，ないのである。岡崎推計は生残率法による推計である

から，これ’らも含めた全出生，全死亡を推計していると

みてよい。他方，本多推計は無届乳児死亡に着目して推

計しており，これを若干修正することによって，もれ率

に関する一種のアカウンティングが可能である。もれ率

はすべて当年届の出生数，死亡数：で測って，Aを岡崎推

計のもれ率（修正係数から1を引いたもの），Bを本多推

　6）　岡崎陽一「明治初年以降大正9年に至る男女年
令別人口推計．について」『人口問題研究所研究資料』

第145号，1962年。ここで，統計局推計と岡崎推計を

取り上げたのは，両者が鋭い対立を示しているからで

ある。これについては，梅村又次「明治期の人口成長」

社会経済史学会編『経済史における人口』慶応通信，

1969年前参照。

　7）　ほかに比較した推計として，本多推計，安川推

計があるが，ともに岡崎推計と同様の結果である。本

多龍雄「明治維新前後からのわが国人口動態の再吟
味」『人馴問題研究所年報』6号，1961年。安川正彬
『人口の経済学』春秋社，1975年，pp．149－180。

　8）　ただし大正期になっても東京のスラム街では，

極めて高い死亡率であったから，局部的には人口の自

然減少がみられたであろう。石塚裕道「東京の都市ス

ラムと公衆衛生問題」r国連大学人間と社会の開発プ

ログラム報告』HsDRJE－55　J／uNuP－367，1981年。

　9）　こうしたことが生じるのは，当時の人々の「子

供は育つかどうかわからぬ」という態度に依っていた

ようだ。千葉徳爾，大津忠男『間引きと水子』農山漁

村文化費会，1983年，p・206参照。

VoL　35　No．2

計による無届乳児死亡のもれ率，Cを統計局推計による

後年になって届出られたもれ率Dを残渣とすれば，計

算可能な期間では次の通りである（単位％）。

　　　　　　　　　　　　A　　B　　C　　D，
　　　1890～94年　出生　19．4－11．6－4．6＝32

　　　　　　　　　死亡　31．0一155－0．8＝14．7

　　　1895～98年出生17．2－8．0－5．6冨3．6
　　　　　　　　　死亡　28．7－11．8－1．5＝・15．4

　Cは推計された部分がもともと少なく，この部分の推

計方法を改善してみても大きく変わることはないであろ

うゆ。特に出生についてそうである11）。したがって残渣

の発生は，Aの過大か，　Bの過少か，あるいは他の要因

によることが大きいとみてよい。けれどもここでは，統

計局推計と岡崎推計とのギャップは，無届乳児死亡によ

ってかなりの部分をうめられそうだということを確認し

ておけばよい12，。となると統計局推計では，出生，死亡

の系列に無届乳児死亡を同数だけ加算しなければならな

いが，自然増加数は変わらない。つまり出生，死亡の系

列に比べて相対的に自然増加の水準はよ．り確からしいも

のとみてよいであろう。

　都市人口の自然動態を検討する癒合，今1つの問題が

ある。現住人口の出生，死亡をみる場合，それらの届出．

が現住地にではなく本籍地に対して行なわれる結果，現

住地では出生，死亡が過少になってしまうという問題で

ある。この点に関して，時期はずれるが大阪市の人口統

10）　ただし1885年以前については，統計局推計に

も大きな問題がある。ζの時期には届遅れの報告が全

くなく，後年の届遅れ率によって推計している。1886

年は出生届，死亡届が制度化（内務省令第19号「戸籍

法中出生死捌口出入寄留届出方並違背者処分」，内務

省令第22号「省令第19号施行以前届漏ノ者届出期
限」）した年で，この年を境にギャップがみられる。

11）　死亡については，届遅れ以外に失踪者の取扱い

があるが，これについては後に述べる。

12）　死亡については残濱が大きい。岡崎推計から求

められる出生時平均余命は，歴史人口学の成果た照ら

してみると低すぎるように思える（鬼頭宏『日本二干

年の人口史』PHP研究所，1983年，　PP．143－146）。

そこで岡崎推計よりも出生時平均余命の高い安川推計

（注7）を，Aに置き換えてみると次の通りである。

　　　　　　　　　　　A　　B　　C　　D
　　1890創94年出生13．3－11。6－4．6＝2．9

　　　　　　　　死亡　24．7－15．5－0．8＝8．4

　　1895創98年出生15．0－8．0－5．6＝1．4

　　　　　　　　死亡　19．4－1L8－15＝6．1

岡崎推計に比べて残渣は減少し，無届乳児死亡による

ギャップの説明力は高まるが，出生もれ率よりも死亡
も．れ率に改善の余地を多く残している。

，
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，
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計が有用である。大阪市では上述のような問題があるた

め，死亡については1900年から埋火葬認許証の数で記

録し，出生については1916年から産婆規則による取扱

い数（産院，病院を含む）で記録している131。この系列は

実際の数値に近いものとみてよい。これをr人口動態統

計』と比較すると，1916－20年の平均で，出生数は15・6

％，死亡数は7．5％大阪市統計書の方が上回っている。

つまりこれだけのもれが，戸籍手続を集計した『人口動

態統計』にはあることになるω。この時期では死亡より

も出生のもれ率の方が多くなっているが，こうした事態

は寄留人口の増加に伴って生じてきたものである。都市

の人口成長は明治20年代後半から本格的に開始され，

それ以前はゆるやかなものであった1ω。したがって明治

前期では，出生と死亡のも’れ率について，これほどの格

差が生じていなかったとみてよいのではあるまいか。

　以上の検討から，明治前期の都市の自然増加は，統計

局推計による修正自然増加が，おおむね当時の水準を示

しているとみられる。けれども，資料の精度を考慮する

と，ある程度の幅をもたせて理解した方がよいであろう。

統計局推計に基づく修正死亡係数は，届遅れの部分の推

計については改善の余地は少ないけれども，失踪者の死

亡を全く考慮していない。1886年時点で各府県の流出

人口合計68万人目うち，失踪者は23万人いたのであ

るω。失踪者は失踪後80年たつと除籍処分になるが，

この死亡数の推計次第では，修正死亡係数は数ポイント

上昇し，修正出生係数に近づくことはあり得る。このこ

とが，死亡もれ率のアカウンティングに多く発生した残

澄を大幅に解消するとは考えられないが，いずれにせよ，

死亡もれ率の推計に改善の余地を多く残していることは

13）　産婆は出産を取扱った揚羽，出産後24時間以
丙に，出産地市区町村長に届出ることになっている。

したがって，大阪市の出生統計は時間的にも正確であ

って，12月と1月との間のギャップはみられない。小

川勇蔵「都市に於ける出生調査に就て」『統計集誌』

第583号，1930年，同「大阪市の出生統計に就て」

『大大阪』第6巻第12号，1930年。

14）　人口動態統計は出生届の届先ではなく，出生の

場所に基づいて集計している。この場合出生の揚所に

「操作」が加わると，実際の出生揚所と申告の出生揚

所とは合わなくなる。このもれ率にはこの部分も含ま

れている。

15）　伊藤繁「戦前期日本の都市成長」『日本労働協

会雑誌』第280，281号，1982年。

16）　内閣統計局「人口動態二関スル統計材料第2編

地方出入人口」『維新以後帝国統計材料彙纂』第4輯，

1913年，　p．290
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留意し．ておかねばならない。したがって，統計局推計に

基づく修正自然増加は，都市の自然増加の上限を示すも

のとみておきたい。このようにみてくると，生の自然増

加の系列も実態に近い水準とみられるのである。すなわ

ち，明治前期の都市の自然増加は，プラスにしてもきわ

めて低率で，コレラにでも出会うとたちまち自然減少に

なるような状況だったようである切。

3　歴史人ロ学的分析

　これまでもっぱら都市人口の自然変動だけを取り上げ

てきたが，次に別の角度から検討することにしよう。状

況証拠を呈示することによって，いささかでも上の結果

を補強したいというのが本節の意図である。

　江戸時代の都市で死亡率が高かったのは，医学，公衆

衛生が未発達だったのに加えて，人口が極めて稠密であ

ったからである。そのため伝染病を阻止することが困難

であった。この点に着目して，都市の人口密度と死亡率，

自然増加率との関係を，相関係数によって検討してみよ

う。『都市生死婚姻統計表』には，市街地の面積が記載

されている。この面積を『府県地租改正紀要』の市街地

面積と比較すると，前者の方がかなり大きく，町屋面積

だけでなく武家地，寺社地が含まれているとみてよい。

したがって，前者の面積で求めた人口密度は，実際の居

住地面積によるそれよりもうすくなってしまう。けれど

も，他に依るべき資料も乏しいだけに，一応これを使う

ことにする。江戸時代の都市の状況から予想される関係

は，人口密度と死亡率はプラスの相関が，自然増加率と

はマイナスの相関が期待されるであろう。明治10年代

の都市の結果は表3に示されている。相関係数の値は小

さいが，符号は期待される関係を示している。すなわち，

人口密度の高い都市ほど，死亡率は高く自然増加率は低

表3　人ロ密度と死亡率，自然増加率の相関係数

1880

1881

1882

1883

人口密度と
死亡率

0。292

0。279

0，279

0，220

人口密度と
自然増加率

一〇．469

－0．257

－0．303

－0．250

サンプル数

0
8
q
！
Q
ー

ノ
0
8
8
8

（注）すべて5％水準で有意。

（資料）　都市生死婚姻統計表。

17）　以上では，全国値のもれ率によって検討してき

た。都市，農村間のもれ率格差についての情報はきわ

めて少ないが，死亡については都市の方がもれ率が小

さかった可能性はある。これを考慮しても，統計局推

計に基づく修正自然増加数はあまり変わらない。
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いのである。

　速水氏は江戸時代における都市と農村の出生率，死亡

率の関係について次のように整理している蝸）。

　　　都市の出生率（・8の　く．農村の出生率（βγ）

　　　　　　〈　　　　　　　　　　　　〉

　　　都市の死亡率（D切〉農村の死亡率（Pγ）

　すなわち，都市では出生率よりも死亡率が高く，農村

では逆である。また，都市の出生率よりも農村の出生率

が高く，死亡率は逆である。この点を明治期について府

県別に検討してみよう。表4で，1は江戸時代の型であ

る。Hは，1と都市の出生率と死亡率の関係が逆になっ

ているだけである。Vは一応ここでは近代的な型と呼ん

でおく19》。1880年と1908年との間に明確な型の変化が

認められる。1880年にみられた1型，H型は後退して，

1908年には近代的な型が支配的となる。明治の期間中

に，前近代的な型から近代的な型へ移行していったわけ

である。

　以上の検討から，明治前期の都市では江戸時代の様相

をまだ残していたことが指摘できそうである。神戸では，

石を敷いて下水の滲漏を防いだところ，近くの井戸が司

れてしまったり，東京では，玉川上水で自殺者の腐乱し

た死体が発見されたりする始末だったのである2。）。だが，

Vo1．35　No．2

表4府県単位でみた都市，幽農村間人ロ動態の型

こうした1日半依然の公衆衛生水準に加えて，開港後不尭

分な検疫制度の下でコレラの輸入を阻止できなかったこ

とや，明治以降の社会的接触（人口流動，軍隊移動，交

通機関の発展）の増大が伝染病の流行を促進させ，江戸

時代の様相をさらに悪化させた可能性も考えられるであ

ろう。表5は1880～97年間（資料のある年は最大16年）

のうち，人口の自然減少のあった年数を都市ごと．に示し

たものである。貿易港の横浜，長崎はコレラ流行の発生

源となることが多かった21）。また神戸，赤間関はこれら

の都市と特に海上～レートで結びついていた。東京の外港

は横浜，大阪の外港は神戸であったから，これらの都市

も経済的に深く結びついていた。以上の都市は入口自然

減少の年が多く，先の可能性を示唆している。

　もっとも，上に掲げた都市だけが，人口の自然減少を

絶えず引き起こしていたというわけではない。表5では，

かなり明確な地域差が認められる。東京，横浜，金沢を

除く中部日本以北の都市では，人口自然減少の年がおお

1 励
v
研

〈
　
〉

翫
く
加

7 1

H 疏
v
か

く
　
〉

翫
〉
加

12（14） 9

衰5都市人口の自然減少の年数
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宇都宮

皿
8。

r
排

＜
　
＜

届
く
伽

1

IV
8。

麻
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V
B％　〈　βr
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4（6） 32寧

計 25（29） 43

（注）　1）　記号については本文参照。

　　2）（）内の数字は1880年以降分離した県を，もとの県の型に含

　　　めた場合である。

　　3）　＊にはD％＝Dアの2県を含む。

　　4）1880年では，87に疑問のある県を除く。
（資料）　1880年；第6次衛生局年報，1908年；日本帝国人口動態統計。
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（資料）都市生死婚姻統計表，日本帝国民籍戸口表。

18）　速水（1974）。

19）　戦後になると，V型はさらに翫〉．8γになる。

20）　日本公衆衛生協会（編）『公衆衛生の発達』財団

法人日本公衆衛生協会，1967年，pp．273－275。

21）　山本俊一『日本コレラ史』東京大学出版会，

1982年，PP．27－105。
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むね少ないのに対し，西日本の都市では逆である。これ

が明治前期にみられた特有の現象なのか，江戸時代の地

域差をそのまま受けついでいたのか。これを判定するこ

とはできないが，もし後者だとすれば，西日本では都市

化と人口増大に関する「負のフィードバック作用」がよ

り強かった可能性がある。さらにこの点は，幕末期にみ

られた地域別人口変動の逆転22）の問題にも関わってこよ

う。いずれにせよ，この点は江戸時代における都市人口

の自然変動の地域差が解明され，それらと明治期との接

合が果たされたうえで一層明らかになるであろう。

4　おわりに

　明治期の都市人口の自然変動は，後期では明確な自然

増加傾向となっているから，都市の「アリ地獄」的状況

は，遅くとも明治30年代には解消したとみてよいであ

ろう。日本の都市成長は明治20年代の後半からスパー

トするから，ほぼ同じ時期に都市は人口学的にもより魅

力あるものになったようである。となると，こうした転

　22）速水融「幕末・明治期の人口趨勢」安揚保吉，

　斎藤修（編）『プロト工業化期の経済と社会』日本経済

　新聞社，1983年。
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換を可能にした要因を検討しなければならない。それに

は，都市の出生率と死亡率に関する確かな年次系列が必

要であるが，すでにみてきたような問題があって，これ

は今後の課題である。ここでは要因に関する若干の展望

を与えて，本稿を終えることにしたい。

　要因の1つは都市における出生率上昇の側面である。

明治20年代後半から都市成長は本格化するが，この過

程で若年人口，壮年入口が都市へ流入した。また男子以

上に女子の流入人口の増加が著しかった23）。これらの点

は，都市における出生率の上昇を示唆するであろう。次

に死亡率低下の側面である。この問題は，全国人口につ

いても同様であるが，しばしば医学，公衆衛生の進歩，

普及によるとして，簡単にかたづけられてきた。けれど

も明治後期になっても，上水道の普及は15市12町村に

しか過ぎず2の，死亡率低下に及ぼした諸要因を丹念に検

討すべき余地を多く残している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（帯広畜産大学）

23）　伊藤繁「明治大正期の都市農村間人口移動」森

島賢・秋野正勝（編著）『農業開発の理論と実証』養賢

堂，1982年。

24）　日本公衆衛生協会『前掲』書，p．326。


